
Ⅰ．はじめに

　有害性成分の低減を謳った IQOS（アイコス、PM）、
glo（グロー、BAT）、Ploom TECH（プルームテッ
ク、JT）などの加熱式たばこや電子たばこなどの新
しいたばこ製品が職場にも急速に普及しつつある1─4）。
それに伴い、使用者が禁煙区域で使用して非喫煙者か
ら指摘を受けたり、デスクで使用させてもいいかとの

No. 1, 2018 1

松澤幸範1、2）、花岡正幸2）

1）昭和電工塩尻事業所　健康管理センター
2）信州大学医学部　内科学第一教室

The workplace policy to rapidly spreading heated tobacco products and electronic cigarettes.

Yukinori Matsuzawa1, 2）, Masayuki Hanaoka2）

1）Showa Denko Shiojiri Plant, Shiojiri, Japan
2）First department of Internal Medicine, Shinshu University School of Medicine, Matsumoto, Japan

目的：加熱式たばこや電子たばこなど、有害性成分が低減された新しいたばこ製品が急速に普及しつつあ
る。本研究の目的は、職場における加熱式たばこや電子たばこの使用実態および意識調査を行い、これら
のたばこ製品に対する職場の対応方法を検討することである。
方法：総合化学製品メーカーの A、B 事業所の喫煙者を対象に、2016 年 11 月の予備調査（A 事業所の喫
煙者 126 名）に引き続き、2017 年 6 月と 11 月の 2 回、定期健診後の産業医面談を利用して喫煙者全員

（それぞれ 227 名、221 名）に聞き取り形式でアンケート調査を行った。
結果：加熱式たばこや電子たばこの使用者の割合は、A 事業所では 2016 年 11 月の 26.2％ から 2017 年 11
月の 51.9％ に、B 事業所では 2017 年 6 月の 22.1％ から同年 11 月の 35.8％ にそれぞれ増加していた。種
類別では加熱式たばこ（94.5％）がほとんどを占めた。加熱式たばこの内訳では IQOS が 82.7％ を占めた
が、このうち 30.8％ は紙巻たばこか glo か電子たばこの二重使用であった。導入理由では「健康のため」
が最多だったが、健康影響については分からないとする声も多く、情報不足が示唆された。紙巻たばこか
ら加熱式たばこや電子たばこに切り替えた者のうち25.5％が自宅の喫煙場所を屋外から屋内に移しており、
受動喫煙を軽視する傾向が示唆された。
結論：職場においても、情報不足にもかかわらず自身や周囲へ健康リスクの低減を期待して加熱式たばこ
や電子たばこに切り替える従業員が増加していた。しかし有害性成分が低減されているとはいえ、使用者
本人や受動喫煙の健康影響は現時点では不明である。以上から、職場における対応として、正確な情報の
収集と従業員への提供、加熱式たばこや電子たばこの使用者への禁煙支援、禁煙区域での使用禁止の指導
などを継続することが重要と思われる。
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意見も出たり、職場における対応を巡って一部で混乱
が生じている。本研究の目的は、職場における新しい
たばこ製品の使用実態および意識調査を行うことによ
り、これらのたばこ製品に対する職場の対応を検討す
ることである。

Ⅱ．方法

　総合化学製品メーカーの A、B 事業所の喫煙者を対
象とした。定期健康診断後の産業医面談（年 2 回、全
員対象）を利用して、時間の許す範囲で使用実態およ
び意識調査を行った。表 1 に各事業所の各時点におけ
る従業員数、喫煙状況、主な調査結果を示す。
　まず、A 事業所において、2016 年 11 月の産業医面
談で喫煙者を対象に新しいたばこ製品の使用の有無と
導入開始時期についての予備調査を行った。調査し得
たのは 126 名（A 事業所の全喫煙者の 80.8％）であっ
た。
　引き続き本調査として、A、B 事業所において 2017
年 6 月と 11 月の 2 回、喫煙者全員に聞き取り形式で
アンケート調査を行った（それぞれ、227 名、221 名、
回収率 100％）。内容は、現在使用しているたばこ製

品の種類、加熱式たばこや電子たばこを使用している
場合にはその商品名、使用状況（他製品との併用の有
無、使い分けの有無）、導入開始時期、導入理由（口
コミや興味、健康のため、周囲の迷惑、禁煙のため、
禁煙できないので、その他、から複数回答）、印象や
体調の変化（咳や痰が減った、息切れが減った、歯磨
き時の吐き気が減った、臭いがつかない、本数が減っ
た、その他、から複数回答）、自宅での使用場所（ど
こでも可、自室、換気扇下、屋外から選択）などであ
る。
　今回の調査は、事業所の健康保持増進活動のうち喫
煙対策の施策として計画され、その結果は安全衛生委
員会において個人が特定されない形で随時報告され審
議を受けた。また、社内広報や産業医の衛生講話など
を通じて従業員に調査結果が公表された。

Ⅲ．結果

　表 1 に各調査の主な結果を示す。喫煙者における新
しいたばこ製品の使用割合は、A 事業所で 2016 年 11
月の 26.2％ から 2017 年 11 月の 51.9％ と 1 年で約 2
倍に増加していた。B 事業所でも A 事業所ほどでは

表 1　各事業所の喫煙状況、新しいたばこ製品（加熱式たばこ・電子たばこ）の使用割合、種類

A 事業所 B 事業所 A ＋ B（合計）

2016.11 2017.6 2017.11 2017.6 2017.11 2017.6 2017.11

喫煙状況総数（男、女）

従業員数（n）
喫煙者数（n）

喫煙率（%）

483（455、28）
157（156、1）
32.5（34.3、3.6）

451（424、27）
159（158、1）
35.3（37.3、3.7）

441（414、27）
154（153、1）
34.9（37.0、3.7）

232（184、48）
68（67、1）
29.3（36.4、2.1）

231（185、46）
67（66、1）
29.0（35.7、2、2）

683（608、75）
227（225、2）
33.2（37.0、2.7）

672（599、73）
221（219、2）
32,9（36.6、2.7）

喫煙者における新しい
たばこ製品の割合（%）

年齢（歳）

20─29 21.1%＊

（4/19）
46.2%

（12/26）
58.3%

（14/24）
50.0%

（3/6）
66.7%

（4/6）
46.9%

（15/32）
60.0%

（18/30）

30─39 38.0%＊

（19/50）
50.0%

（31/62）
65.0%

（39/60）
33.3%

（5/15）
60.0%

（9/15）
46.8%

（36/77）
64.0%

（48/75）

40─49 28.0%＊

（7/25）
40.0%

（14/35）
44.4%

（16/36）
20.8%

（5/24）
33.3%

（8/24）
32.2%

（19/59）
40.0%

（24/60）

50─ 9.4%＊

（3/32）
19.4%

（7/36）
32.4%

（11/34）
8.7%

（2/23）
13.6%

（3/22）
15.3%

（9/59）
25.0%

（14/56）

全体 26.2%＊

（33/126）
40.3%

（64/159）
51.9%

（80/154）
22.1%

（15/68）
35.8%

（24/67）
34.8%

（79/227）
47.1%

（104/221）

たばこの種類（（n、%）

紙巻たばこ
IQOS

Glo
Ploom TECH

電子たばこ

93（73.8%）＊

30（23.8）＊

0＊

1（0.8%）＊

2（1.6%）＊

95（59.7%）
61（38.4%）

0
1（0.6%）
2（1.3%）

74（46.3%）
72（45.0%）
7（4.4%）＊＊

1（0.6%）
6（3.7%）＊＊

53（77.9%）
14（20.6%）

0
1（1.5%）

0

43（64.2%）
19（28.4%）
4（5.9%）
1（1.5%）

0

148（65.2%）
75（33.0%）

0
2（0.9%）
2（0.9%）

117（51.5%）
91（40.1%）
11（4.9）＊＊

2（0.9%）
6（2.6%）＊＊

• A 事業所における予備調査結果を示す　＊＊IQOS と二重使用の各 3 名を含む
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ないが、2017 年 6 月の 22.1％ から同年 11 月には 35.8
％ に増加していた。年代別にみると、両事業所とも
30 代を中心とする若年層で普及率が高かった。新し
いたばこ製品の内訳では、両事業所とも加熱式たばこ

（IQOS、Ploom TECH、glo）と電子たばこが使用さ
れていた（表 1）。
　図 1 に、新しいたばこ製品と IQOS 単独の使用割合
の推移を示す。A 事業所の 2016 年 6 月、B 事業所の
2016 年 11 月の数値は、それぞれ 6 か月後の調査結果
から使用開始時期の記載をもとに使用人数を推定して
算出した（それぞれ A 事業所 5 名、B 事業所 1 名）。
新しいたばこ製品の使用割合は時間的な差異はあるが、
両事業所とも上昇していた。また、新しいたばこ製品
のうち IQOS がほとんどを占めていた。

　表 2 に、加熱式たばこや電子たばこの使用内訳を示
す（2017 年 11 月）。対象者は 104 名だが、二重使用
で重複の 6 名分を加算して n＝110 で計算した。加熱
式たばこが 94.5％ を占める一方で、電子たばこは 5.5
％ と少数にとどまった。加熱式たばこでは IQOS が
80％ 以上を占めていたが、2017 年 10 月から全国販売
が開始された glo を使用する者も新たに加わっていた。
　また、単独使用が多い一方で、IQOS 使用者 91 名
中 28 名（30.8％）では紙巻たばこ（22 名）か glo（3
名）か電子たばこ（3 名）と二重使用していた。その
ほか、glo と紙巻たばこ、Ploom TECH と紙巻たばこ
の併用例もあり、多様な使用実態が示唆された。加熱
式たばこと紙巻たばこを併用する全 24 名のうち 17 名

（70.8％）では、人の集まる場所や自家用車や自宅の

図 1　喫煙者における新しいたばこ製品（加熱式たばこ・電子たばこ）の使用割合の推移。
＊　推定値（それぞれ 6 か月後の調査結果から、導入開始時期の記録をもとに推定した）

表 2　加熱式たばこ・電子たばこの使用内訳（対象 104 名、2017.11）

IQOS（n＝91、82.7%＊＊） 単独使用
二重使用
　＋紙巻たばこ
　＋glo
　＋電子たばこ

63（69.2%）
28（30.8%）
22
3
3

glo（n＝11、10.0%＊＊） 単独使用
二重使用
　+ 紙巻たばこ
　（＋IQOS）＊

7（63.6%）
4（36.4%）
1

（3）＊

PloomTECH（n＝2、1.8%＊＊） 単独使用
二重使用
　＋紙巻たばこ

1（50%）
1（50%）
1

電子たばこ（n=6、5.5%＊＊） 単独使用
二重使用
　（＋IQOS）＊

3（50%）
3＊（50%）

（3）＊

（＊ IQOS の項と重複　＊＊ 重複の 6 名分を含め n=110 で計算した）
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みで加熱式たばこを使用するなど使い分けをしていた。
　図 2 に、加熱式たばこや電子たばこの導入理由を示
す（2017 年 11 月、対象者 104 名）。「健康のため」と

「周囲の迷惑」が多かった一方、「禁煙できないので」
「禁煙したいので」はそれぞれ 13.5％ と低かった。し
かし、「健康のため」では、紙巻たばこよりは良いら
しい、タールやニコチンが出ないか少ないらしい、発
がん性物質が少ないらしい、よくわからないなど様々
な意見が聞かれ、情報不足が示唆された。
　図 3 に、加熱式たばこや電子たばこに切り替えた後
の印象を示す（2017 年 11 月、104 名中紙巻たばこ併
用例を除く 80 名を対象）。「臭いがつかない」が最も
多く、「咳や痰の改善」、「本数が減った」、「紙巻たば
この臭いが不快に感ずる」「歯磨き時の吐き気が減っ

た」などの印象や体調の変化を認める声があった。一
方で、少数ながら、口内炎ができやすい（3 名）、太
った（1 名）など負の効果も認めた。
　表 3 に、2017 年 11 月の調査で自宅での使用場所を
聴取し得た 89 名のうち、屋外で紙巻たばこを使用し
ていた 55 名における加熱式たばこや電子たばこの使
用場所を示す。55 名中 14 名（25.5％）で加熱式たば
こや電子たばこの喫煙場所を屋内に変更しており、一
部に家庭での受動喫煙を軽視する傾向が示唆された。
　なお、2017 年 6 月から 11 月にかけて IQOS から 1
名、紙巻たばこから 5 名が禁煙したが、逆に 2017 年
6 月、それまで禁煙中であったのに IQOS で再喫煙に
至った者が 2 名いた。

図 2　加熱式たばこ・電子たばこの導入理由（n＝104、複数回答、2017.11）

図 3　加熱式たばこ・電子たばこの印象
　　  （紙巻たばこ併用例を除く 80 名、複数回答、2017.11）
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Ⅳ．考察

A．加熱式たばこ・電子たばこの普及率
　今回の結果、電子たばこに比べ IQOS を中心とする
加熱式たばこが急速に普及していることが明らかにな
った。この要因としては、加熱式たばこ（特に IQOS
や glo）のほうが電子たばこに比べ紙巻たばこに近い
感触があること、加熱式たばこの中では IQOS の市場
流入が比較的早かったことなどが考えられる。
　メーカーであるフィリップモリスによれば、2016
年 4 月に全国主要都市で販売が開始された IQOS は、
2016 年 12 月には IQOS 本体の売り上げが 300 万台、
完全移行したユーザーが約 100 万人に達したとしてい
る 2）。これは単純計算すれば喫煙者の約 10％ に相当
するという。
　これに比べると、2016 年 11 月の A 事業所におけ
る IQOS の普及率は 23.8％ と高かった（表 1）。IQOS
が注目されたのは、2016 年 4 月の某民放テレビの人
気番組で紹介されたのがきっかけとされる5）。今回の
調査結果から、A 事業所では 2016 年 6 月の段階で少
なくとも 5 名が IQOS を導入していたと推定された。
2016 年は IQOS の市場流通が不十分で入手困難の状
態が続いていたにもかかわらず、早期に購入できた彼
らから購入方法などの情報が口コミで広がり A 事業
所で比較的早期に普及したものと思われる。
　また、B 事業所では 2016 年 11 月の段階で IQOS を
導入していた者は 1 名のみと推定され、A 事業所に
比べ低い普及率であった。しかし、2017 年になり
IQOS の市場流通が改善されたこと、2017 年 10 月か
ら glo の全国販売が開始されたこと、社内の口コミな
どにより、使用割合が上昇したものと思われる。
　今回の調査では、加熱式たばこと紙巻たばこの併用
を中心に多様な二重使用が認められた（表 2）。加熱

式たばこの物足りなさや周囲への配慮等から併用して
いる者が多いと考えられるが、WHO（世界保健機
関）によれば、二重使用の影響や相互作用などについ
ても現時点では不明であり注意が必要としている6）。
引き続き実態調査を継続していく必要がある。
B．使用者における健康影響
　今回、IQOS を中心とする加熱式たばこに対し、印
象や体調の変化を認める声があった。加熱式たばこは
タール成分や副流煙が紙巻たばこに比べ低減されてい
るため1）、臭いがつかない、咳や痰が減ったなどの変
化をもたらしているものと思われる。その一方で、健
康影響に関する正確な情報が不足している状況も明ら
かになった。実際、有害性成分が低減されているとは
いえ、健康影響について現時点では不明な点が多く研
究報告も限定的である。
　フィリップモリスの研究者からは、IQOS のエアロ
ゾルと紙巻たばこの主流煙の化学分析、in vitro での
ヒト気管支上皮細胞への影響などの研究から、従来の
紙巻たばこに比し毒性が低いことが示されている 7）。
また、同社研究者の Lüdicke ら8）は、日本人の成人
喫煙者を対象に紙巻たばこ継続群、IQOS に切り替え
た群、禁煙した群における血液や尿の検査を行った結
果、IQOS 群では紙巻たばこ群に比し FDA（アメリ
カ食品医薬品局）が示した Harmful and Potentially 
Harmful Constituents（HPHCs）が有意に減少し、禁
煙群のそれと同等のレベルになったとしている。
　一方 2017 年、Auer ら9）は IQOS と紙巻たばこの
主流煙の化学分析を行った結果、IQOS では紙巻たば
こと同レベルの揮発性有機化合物（Volatile organic 
compounds）やニコチンが検出されたことを報告し
た。また、国立保健医療科学院の Bekki ら10）も同様
の分析を行い、紙巻たばこと同レベルのニコチンを検
出するとともに、TSNAs（たばこ特異的ニトロソア
ミン）は 5 分の 1 程度に低減されているものの完全に
除去されていないとし、両研究者とも健康影響への懸
念を示している。
　電子たばこに関しては、紙巻たばこに比べて 95％
害が少ない可能性を強調する報告11）がある一方で、
2016 年の WHO の報告書12）では、現時点でどのくら
い安全かの具体的数字を示すことは不可能としている。
加熱式たばこも電子たばこも今後長期的な影響も含め
継続的な検討が必要である。
C．受動喫煙の健康影響
　今回の結果、一部に家庭での受動喫煙を軽視する傾
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表 3　 加熱式たばこ・電子たばこの自宅における喫煙場所
（n＝55＊、2017.11）

紙巻たばこ（n） 加熱式たばこ・電子たばこ（n、%）

屋外（55） 　　屋外（41、74.5%）
　　屋内（14、25.5%）
　　　（換気扇下 6、10.9%）
　　　（自室 1、1.8%）
　　　（どこでも可 7、12.7%）

（＊ 2017 年 11 月の調査で自宅での使用場所を聴取し得た
89 名のうち、屋外で紙巻たばこを使用していた 55 名の結
果）



向が認められた。これは、「IQOS の呼出煙は紙巻た
ばこの煙より素早く消え、屋内環境に悪影響を及ぼさ
ない」とするメーカーの宣伝などによる影響と思われ
る。しかし、受動喫煙の健康影響についても不明な点
は多い。
　2017 年、Tabuchi ら5）は楽天リサーチを用いて縦
断的インターネット調査を行い、加熱式たばこの受動
喫煙状況の調査結果を報告した。その結果、加熱式た
ばこから受動喫煙を経験していたものは 12％、その
うち 37％ が気分不快、目の不快感、のどの痛みなど
重篤ではないが何らかの症状を自覚していたとし、加
熱式たばこによる受動喫煙の影響を初めて報告した。
前述の Auer らや Bekki らも、使用者への健康影響と
ともに受動喫煙の健康影響の懸念も示している。
JAMA Internal Medicine の論説13）においても、紙巻
たばこと同様に加熱式たばこも受動喫煙防止法の枠組
みに組み入れる必要があるとしている。使用者の呼気
からは高濃度の PM2.5 が検出されるとの指摘もある3）。
　電子たばこについては、周囲の健康影響に関する最
新のレビュー14）で、電子たばこの蒸気にさらされる
と健康に悪影響の可能性があると結論されている。
WHO の報告書12）においても、電子たばこの SHA

（second-hand aerosol）が被曝露者の健康を脅かす可
能性があると考えるのが妥当としている。
　今後の研究を待たねばならないが、現時点では受動
喫煙の健康影響の懸念を払拭できないことから、職場
においても禁煙区域での加熱式たばこや電子たばこの
使用は避けるよう指導するべきと考えられる。
D．職場における対応について
　職場において問題になるのは、加熱式たばこや電子
たばこを使用する者にどう対応するか、受動喫煙対策
をどう考えるかの 2 点と思われる。
　最初の問題（使用者本人への対応）については、今
回の導入理由で「健康のため」が多く「禁煙のため」
が少なかったこと、紙巻たばことの二重使用が少なか
らずあること、ニコチン濃度は紙巻たばことほぼ同等
とされ8─10）ニコチン依存が遷延する可能性が高いこと
などを考えると、今後新しいたばこ製品がこのまま高
いレベルで定着してしまうことが懸念される。
　WHO の加熱式たばこに関する情報シート6）によれ
ば、有害性成分が低減されていることが疾患リスクの
低減につながるかどうかは現時点で不明であり、加熱
式たばこを含め、たばこ使用のすべての形態は有害と
して対応すべきとしている。したがって、加熱式たば

こや電子たばこに切り替えた者に対しても、それで良
しとせず、引き続き禁煙支援を継続することが必要と
思われる。
　二つ目の問題（受動喫煙対策への対応）については、
本研究で一部の使用者で家庭での受動喫煙軽視の傾向
が認められたことから、職場でも禁煙区域で使用して
しまう問題が発生することが懸念される。
　実際、A 事業所で 2016 年 6 月の産業医面談で偶然
IQOS 使用者が数名いることがわかり、同年 9 月の広
報で禁煙区域での使用は控えるよう情報を発信したに
もかかわらず、同年 11 月、IQOS 使用者の増加に伴
い一部の使用者が禁煙区域で使用していると非喫煙者
から指摘されるという問題が発生した。
　そこで、当該職場の職制に対して喫煙所での使用を
徹底するよう指導を行うとともに、事業所内の衛生講
話、社内広報、管理者会議、安全衛生委員会、全社の
環境安全責任者会議や健康管理担当者会議において、
産業医から加熱式たばこや電子たばこの解説、受動喫
煙対策の考え方（現状では安全性が担保できず禁煙区
域での使用禁止を徹底すべきであること）を指導した。
　2017 年も安全衛生委員会等で調査結果を随時報告
するとともに、禁煙区域での使用禁止の指導や広報活
動を引き続き継続した。その結果、使用者の急増にも
かかわらず禁煙区域での使用などの指摘はその後出て
いない。
　したがって、禁煙区域での使用禁止については、で
きるだけ早期にあらゆる機会を利用して周知徹底して
いくことが重要と思われる。

Ⅴ．結語

　加熱式たばこや電子たばこが職場でも急速に普及し
つつあることが確認された。これらのたばこ製品に対
する職場の対応として、正確な情報収集と従業員への
提供、加熱式たばこや電子たばこ使用者への禁煙支援、
禁煙区域での使用禁止の指導などを継続することが重
要と思われる。
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The workplace policy to rapidly spreading heated tobacco products and electronic cigarettes.

Yukinori Matsuzawa1, 2）, Masayuki Hanaoka2）
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【Abstract】
　Objective : We examined the workplace policy to heated tobacco products （HTPs） and e-cigarettes by 
conducting surveys on the actual use and user consciousness of HTPs and e-cigarettes.
　Methods : A questionnaire survey was conducted for current smokers at two chemical manufacturing plants 

（A, B） twice in June and November 2017 （n＝227, 221, respectively） following the preliminary survey in 
November 2016 （plant A, n＝126）.
　Results : Prevalence of HTPs （IQOS, glo, Ploom TECH） and/or e-cigarettes use increased from 26.2％ in 
November 2016 to 51.9％ in November 2017 in the plant A, and from 22.1％ in June 2017 to 35.8％ in November 
2017 in the plant B. In November 2017, HTPs were more used than e-cigarettes （95.5％ vs 4.5％）. Among HTPs, 
IQOS accounted for 82.7％, of which 30.8％ were dual users with conventional cigarettes, glo, or e-cigarettes. 
Despite lack of information, the most common reason for switching was ”thinking about health”. Of those who 
switched to HTPs and/or e-cigarettes, 25.5％ changed their smoking place at home from outdoors to indoors.
　Conclusion : As a workplace policy, it is important to continue to collect accurate information, provide it to 
employees, support smoking cessation for users of HTPs and/or e-cigarettes, and prohibit the use in non-
smoking areas.


